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平成２６年８月定例教育委員会会議録 

 日      時  平成２６年８月１８日（月）  午後３時～午後５時５０分 

 場      所  秦野市役所本庁舎４階議会第１会議室 

 出席委員 
 委員長 望月 國男  委員長職務代理者 髙槗 照江 

 委 員 飯田 文宏  委 員 内田 晴久  教育長 内田 賢司 

 欠席委員  なし 

 委員以外 

 の出席者 

教 育 部 長 水野 和成 

教 育 部 参 事 小山田幸弘 

教育総務課長 山口  均 

学校教育課長 片野 新治 

教育指導課長兼 

教育研究所長 柏木 荘一 

生涯学習課長 佐藤 正男 

図 書 館 長 石井 勇次 

公民館担当課長 井手 則夫 

教育総務課課長補佐(庶務担当) 鈴木 利昭 

教育総務課庶務班主任主事 小泉 祐介 

 傍聴者  １名 

 会議次第 

 ８月定例教育委員会会議 

 

日 時 平成２６年８月１８日（月）  

午後３時         

場 所 秦野市役所本庁舎４階議会第１会議室     

 

次     第 

１ 開  会 

２ 会議録の承認 

３ 教育長報告及び提案 

（１）平成２６年９月の開催行事等について 

（２）臨時代理の報告について 

ア  報告第１２号 秦野市立公民館条例施行規則等の一部改正に 

ついて 

イ  報告第１３号 市立小中学校教職員の人事上の措置について 

（３）審議会等の見直しに係る要綱等の改廃について 

（４）平成２６年度坡州市英語村中学生派遣事業について 

（５）平成２６年度東海大学主催中学校教員向け「武道（柔道）・ダ 

ンス」講習会について 

（６）平成２６年度ふるさと秦野検定の実施結果について 

（７）ふれあい通学合宿の実施結果について  
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（８）広域連携中学生交流洋上体験研修の実施結果について 

（９）秦野たばこ資料展について 

（10）朗読コンサートについて 

（11）平成２６年度市民大学（専門学習塾）について 

（12）子どもの事件・事故等について 

４ 議案 

（１） 議案第１１号 平成２６年度教育委員会教育行政点検・評価報 

告書について 

（２） 議案第１２号 平成２５年度秦野市一般会計（教育費）決算に 

ついて 

（３） 議案第１３号 平成２６年度秦野市一般会計（教育費）予算の 

補正について 

（４）議案第１４号 秦野市曽屋ふれあい会館条例の廃止に係る申し 

出について 

５ 協議事項 

（１） 全国学力・学習状況調査について 

６ その他 

（１）子ども子育て支援新制度について 

（２）教育委員会制度について 

７ 閉  会 

 会議資料  別紙のとおり 

 

望月委員長 それでは、ただいまから８月の定例教育委員会議を開催いたし

ます。 

お手元の会議次第に沿って進めさせていただきます。 

まず、会議録の承認についてですが、ご意見、ご質問等がござ

いましたら、お願いいたします。 

なお、秘密会につきましては、ご意見、ご質問がある場合は、

会議終了後、事務局に申し出てください。 

よろしいでしょうか。 

 ―特になし― 

望月委員長 それでは、ないようですので、会議録を承認いたします。 

次に、教育長報告及び提案の（２）臨時代理の報告について、

イ 報告第１３号、市立小中学校教職員の人事上の措置について、

及び（１２）子どもの事件・事故等については、個人情報が含ま

れていますので、秘密会での報告としてよろしいでしょうか。 

 ―異議なし― 

望月委員長 よって、（２）臨時代理の報告について、イ 報告第１３号、
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市立小中学校教職員の人事上の措置について、及び（１２）子ど

もの事件・事故等については秘密会といたします。 

それでは、教育長の報告及び提案についてお願いいたします。 

教育長 それでは、資料の№１をごらんいただきたいと思います。「平

成２６年９月の開催行事等について」でございます。 

９月２日、定例の記者会見。午前中が日刊紙、午後が地方紙で

す。 

９月３日から、第３回の議会定例会が開会されます。１０月３

日までの会期でございます。決算審査が行われる議会になります。 

９月６日、午後２時から図書館の視聴覚室で語りと音楽、花音

による朗読コンサートということで、小学生以上を対象として第

７回目になりますが、朗読コンサートが行われます。 

９月８日から１２日は小学校の修学旅行です。別紙に参加予定

数、日程が入っておりますので、ごらんいただきたいと思います。 

９月９日と３０日は、例月行っておりますブックスタート事業

がございます。 

９月１３日、中学校の体育祭が行われます。これは全校一斉で

ございます。 

９月１８日から２１日が、第５９回秦野市文化祭のうちの水墨

画展。文化会館展示室、第１会議室で行われます。 

それから裏面に行っていただきまして、２６年度の中学生の英

語スピーチコンテスト。これは市民自治振興課が主管をする事業

でございますが、教育指導課がお手伝いに行きまして、文化会館

が会場です。今回は１５名の出場になります。 

９月２６日、定例教育委員会会議を予定しております。 

９月１８日から２８日は、秦野たばこ資料展。本町公民館で行

われます。たばこ祭が２７日、２８日に開かれますので、それに

合わせております。 

それから、２６年度の市民大学専門学習塾が開催され、専門講

義「東海道」、「万葉集の世界」がございます。この「万葉集の

世界」については、毎回、大変好評いただいているという状況で

ございます。 

９月２８日、講演会で「徳川家＜南葵音楽文庫＞のたどった道： 

ベートーヴェン自筆楽譜を軸に」は、慶應義塾大学の美山良夫名

誉教授に講師をしていただき、図書館の視聴覚室で実施をいたし

ます。 

私からは以上で、次からはそれぞれ部長、課長から報告をさせ

ます。 
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 生涯学習課長 それでは、臨時代理の報告ということで、資料２の報告第１２

号について、ご説明いたします。 

ご承知のとおり、本市は来年１月に市制施行６０周年を迎えま

すが、現在、全庁的にさまざまな記念事業に取り組んでいます。 

その一つとして、市民や団体が事業主体となる市民企画事業に

ついて、８月１日から募集が始まっています。お手元の資料の中

で、参考資料として、６０周年記念事業の所管課の企画課が作成

した募集チラシを添付しておりますが、これに基づき、市民企画

事業を募集しているところです。 

この市民企画事業を支援するため、公共施設でこの事業を開催

する場合、施設使用料を特例的に減免することが、市の政策とし

て決定されました。 

これに伴い、公民館と宮永岳彦記念美術館について、他の対象

施設と同様、減免の特例措置を講じるため、それぞれ使用料の根

拠条例になっております公民館条例施行規則と宮永岳彦記念美術

館条例施行規則について、８月１日を施行日に改正いたしました

ので、教育長の臨時代理ということで処理させていただきました。 

なお、市民企画事業の申請、受付は企画課が担当し、承認につ

いては、市制施行６０周年記念事業の庁内推進委員会が設置され

ていますので、その中で審査により決定していくという形になり

ます。 

また、特例措置の期限としましては、この市民企画事業の実施

期限と同じ平成２７年１２月３１日となっています。 

 教育総務課長 私からは、審議会等の見直しに係る要綱等の改廃について説明

をさせていただきます。資料３をごらんください。 

これにつきましては、本市で、現在、設置している審議会、委

員会の適正な配置とスリム化を目指しまして、附属機関及び懇話

会に関する指針が昨年７月に制定をされ、その後、全庁的な見直

しをさせていただいております。 

裏に指針は付けてございますが、そういった中で教育委員会に

関係する要綱等の見直し、この指針に基づいて実施をするもので

ございまして、全庁的には１００件程度の対象のものがあるので

すが、教育委員会についてはここに列記しました１０の要綱の改

正及び廃止ということになります。 

これにつきましては、おめくりいただいて指針の１ページに定

義の下に表がございます。そもそも市長その他執行機関、教育委

員会も含めての長の求めに応じて、調査、審議及び審査、そうい

うものを行う場合に、地方自治法及び条例によって設置をするこ



 5 

とが定められてございます。 

要綱等で同様の調査、審議等を設置する事例があり、それを見

直していくということが１点。報告書及び答申、そういったもの

を求めない、懇話会や協議会を名前の中に、例えば委員会という

よく使う名前ですが、そういったものは市長もしくは教育委員会

の長の要求に応じて、条例に位置づけをする必要があります。そ

ういったものでないものにつきましては、懇話会や協議会という

名称に、区分をするということでございます。 

戻っていただきまして、教育委員会につきましては、まず要綱

の改正ということで、改正は大きく３点ございます。 

まず１点は、附属機関ではないということ、委員会という名称

を改めて、附属機関ではないという位置づけをする必要がある。

それと、今までの要綱設置の審議会、委員会を条例等でしっかり

位置づけをしていくというもの。それと、その活動の必要性が、

もう目的が達成したというものは整理して廃止する。その３点が

ございます。 

一番上の４件、改正については、これについては附属機関では

ないということを明確にしていき、１番目、一貫教育の関係につ

いては、「委員会」を「協議会」という名称に変えていく。 

２番目、内部組織と一部オブザーバーという組織にしていたの

ですが、内部組織に統一をして、外部委員はオブザーバーとして

参加するということを位置づけています。 

３番目、これは「委員会」という名称を、ご意見をいただく「懇

話会」という位置づけにしていく。 

４番目、公民館につきましては、もともと「協議会」という名

前ですが、任命権者が教育長になっているところを、「懇話会」

という位置づけの中で、代表的なものを変えていくというもので

ございます。 

下の６件につきましては、目的を達成いたしましたので、要綱

を廃止していくというものです。 

その中の３番目で、生涯学習推進市民会議設置要綱。これにつ

きましては目的達成ではなくて、附属機関の社会教育委員会議の

部会に移行していくことで、社会教育委員会議自体は法令に定め

てございますので、条例ではなくて今は規則で附属機関の位置づ

けをさせていただいております。そこに規則を改正して部会とい

う位置づけにして、規則の中に設置をしていくものです。 

規則の改正が伴うわけですけれども、この３番につきましては、

実は今の秦野市の附属機関の設置条例というのを整理した後、９
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月議会に上程することになっていますので、その議決後に、速や

かに規則を改正するということになりますので、市議会の議決の

状況にもよりますけれども、場合によって臨時代理ということで、

社会教育委員会議の規則のほうを先行して変えさせていただくこ

ととなり、９月定例会でご報告ということになると思います。 

いずれにしても、附属機関と意見聴取、意見交換をいただく懇

話会、協議会というものを明確に分けていこうということで、こ

の要綱の改廃等を実施するということでございます。 

以上でございます。 

 教育指導課長 続きまして、資料の４番をごらんください。 

平成２６年度坡州市英語村中学生派遣事業の報告です。 

１番、日時は７月２７日から６泊７日で行ってまいりました。 

３番、人数ですけども、中学生が本年度も２０名、引率が３名、

市民自治振興課職員と北中学校の田中総括教諭、本町中学校の小

嶌教諭にお願いして行ってきました。 

研修の概要については（２）、本年度は、秦野市の中学生２０

名と韓国の坡州市の中学生２０名、韓国と日本人のみであったと

いうことです。 

（４）研修では、日本と韓国の中学生が大体１３名から１４名

ずつ３クラスに分かれて学習をした。両市中学生の学年と英語習

熟度が合うように考慮された編成をしていただけたということで

す。 

（５）研修には、ホームルーム、語彙をふやすためのアクティ

ビティー、クイズ、石けんづくり、調理実習、演劇など多彩なプ

ログラムが盛り込まれていたということです。 

裏面をごらんください。 

まず、研修の１日の流れ、これはごらんいただければと思いま

す。 

真ん中ほどに研修を通した子どもたちの様子ということで、

（１）①最初は緊張しておったわけですけれども、最終日には笑

顔でコミュニケーションがとれたということです。 

（２）①韓国の生徒たちの積極性、それから英語力の高さに、

日本人の中学生は大変刺激を受けたということを聞いておりま

す。 

今後の予定の（２）です。今回の経験を、インターナショナル

フェスティバル、１１月８日に開催されますが、そこで報告を行

うということになっております。 

続きまして、資料５番をごらんください。 
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東海大学が主催いただいた中学校教員向けの武道、ダンスの講

習会についての報告です。 

今年度で３年目となる研修会、秦野市、平塚市、伊勢原市の中

学校、保健体育科教員を対象として実施されました。 

午前中は、日本女子体育大学の宮本先生から、「探究的な学習

を生かしたダンス・柔道の授業」について、また、東海大学の宮

崎教授から「体育授業における安全管理」、この２本の講義が行

われました。 

午後は実技講習ということで、希望する研修、ダンス、柔道そ

れぞれに分かれたということです。 

ダンス研修に関しては、東海大学の中村教授を中心に、「心を

開き、体を弾ませるダンス・表現運動指導のコツ」の研修を行い

ました。また、柔道研修におきましては、指導経験者と指導未経

験者に分かれて、東海大学の中村教授と水元教授が模範演技を交

えながら、直接指導をいただけたということです。 

続きまして、資料の６番、今年度のふるさと秦野検定の実施結

果ということで、今年度７月２６日の土曜日に開催しました。１、

２、３級とあるわけですが、全体的に参加人数は昨年度より若干

少なくなっております。 

また、１級の合格者ですけれども、今年度は３７．５％の子ど

もたちが合格、２級に関しては７０．２％の子どもが合格してい

ます。 

なお、昨年と比較しまして、１級に関しましては昨年は８２．

５％の合格率、本年度は３７．５％ということで、難易度が高く

なったというわけではありませんけれども、かなり合格率が下が

った。また、２級に関しましては、昨年は合格率が４８．３％、

本年度は７０．２％。２級におきましては、合格率がかなり上が

りました。 

ただ、若干参加者の人数が減ったということと、合格者がこれ

だけ変動があったということにつきましては、今後また検討、調

査していきたいと考えております。 

私からは以上です。 

 生涯学習課長 それでは、生涯学習課からは資料７から資料９までの３件につ

いて、ご説明いたします。 

資料７のふれあい通学合宿と資料８の広域連携中学生交流洋上

体験研修については、前回の教育委員会議で実施概要等を説明い

たしましたが、今回はその結果について、ご報告いたします。 

まず、ふれあい通学合宿でございますが、今年も大根中学校区
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の広畑小・大根小の４年生から６年生を対象に、学校、幼稚園、

ＰＴＡ、地域の長寿会や商店会などの各種団体、そして意欲のあ

る多くのボランティアが連携して、７月２日から５日までの３泊

４日の日程で、大根公民館を会場に取り組みました。 

参加者は、大根小３０人、広畑小１９人、合計４９人の小学生

が参加し、それを支える学生ボランティアとして大根中学校の生

徒１３人、資料に書いていませんが、東海大学ローバースカウト

隊１４人が協力をしました。 

調理や清掃などの集団生活体験、近所１１家庭のもらい湯、下

大槻団地長寿会との交流、東海大駅前商店会の６店舗での職場体

験、キャンプファイヤーなどさまざまな活動を通じて、参加者は

学年・学校の枠を超えた交流、地域のさまざまな方々とのふれあ

いを深め、最終日のさよならパーティーでは、参加者、ボランテ

ィア、保護者が一堂に会しまして、４日間の活動を映像、参加者

の声で振り返り、実行委員会から参加者一人一人に修了証を手渡

しました。また、内田教育長からは、学生ボランティアに継続的

に協力している東海大学生に対し、感謝状を授与しています。 

続きまして、資料８をご覧ください。 

船上での集団生活を通じて、協調性を養い、市町村の枠を超え

た仲間づくりを図る広域連携中学生交流洋上体験研修は、７月３

０日から８月１日までの２泊３日で実施いたしました。 

研修生は、秦野・中井・大井・松田・二宮・清川の１市４町１

村の中学生６７人で、前回もご説明しましたが、韓国のセォル号

沈没事故の影響などから、定員１００人を割る結果となりました。

この６７人の研修生を支えるスタッフとして、２２人の大人たち

が東海大学海洋調査研修船「望星丸」に乗船し、清水港から新島

に向かいました。 

台風など心配された天候は、今回３日間とも晴天に恵まれ、研

修生は１０グループに分かれ、船内での集団生活を初め、海洋観

察や星空観察、洋上フェスティバル、新島での海水浴や歴史散策

などスケジュールどおりの活動を行い、若干、船酔いをした研修

生もいましたが、けがや病気もなく、無事に事業を終了すること

ができました。 

ただ今報告いたしました通学合宿と洋上体験研修については、

参加者やスタッフの感想や意見を聴取し、その結果を検証して次

回に反映していくため、実施報告書を作成しています。本日は残

念ながら間に合いませんでしたが、完成次第、委員の皆様にもお

配りしていきたいと思います。 
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続きまして、資料９の秦野たばこ資料展ですが、先ほど教育長

からも説明がありましたが、本市産業の発展の礎となった、たば

こ耕作の歴史を振り返り、郷土秦野に果たしてきたその役割を広

く紹介していくため、毎年、たばこ祭に合わせて、開催していま

す。 

今回は、農具やたばこ葉、当時の耕作写真など生涯学習課が所

蔵する資料６０点を、本町公民館１階展示コーナーで９月１８日

から２８日まで展示してまいります。 

また、たばこ祭開催当日には、たばこ耕作の関連書籍コーナー、

たばこ耕作とは関係ございませんが、昨年、全国報徳サミットを

契機に取り組んでいる二宮尊徳の教え、報徳仕法の啓発コーナー

も設置をするとともに、職員による展示物の案内、それから「秦

野市史」の販売も行っていきます。 

以上で、生涯学習課からの説明といたします。 

 図書館長 それでは、図書館からは資料１０、資料１１についてご説明い

たします。 

まず、資料１０、花音朗読コンサートについてご説明いたしま

す。 

花音朗読コンサートにつきましては、ことしで第７回目を迎え

ます。期日が９月６日土曜日、１３時半開場、１４時開演で、図

書館２階視聴覚室で行います。 

今回は、まど・みちおさんの世界ということで、お話、また、

それにかかわりました歌を入れながら語りかけていただき、対象

として小学生以上。保護者同伴、また、大人の方でもご参加でき

ますので、ぜひ多くの方に参加いただければと思っています。 

なお、この花音というグループは、２００５年に結成されまし

た３人組の女性のグループです。県内の文学館あるいは美術館等

でも様々なコンサートを実施しております。 

続きまして、資料１１、秦野市・東海大学提携市民大学専門学

習塾についてご説明いたします。 

２６年度の市民大学講座につきましては、今年度は三つの流れ、

東海道、もう一つは東海道と矢倉沢往還、万葉集ということで考

えております。 

１の東海道につきまして、こちらの資料では日程調整中という

ことでしたが、先般、土曜日にやっと調整がつきまして、１１月

１日土曜日、１３時半から１５時まで出口先生にお願いをいたし

ます。 

講義２の「東海道と矢倉沢往還」につきましては、馬場先生に
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１０月１８日、２５日の２日間で実施します。また、ことしで１

３回目になりますが、万葉集の世界につきましは、志水先生に９

月２７日から５回の講義で予定しております。 

この市民大学は、東海大学の専門的な講義を、大学に行かなく

ても、市民の皆さんが身近にあります図書館で受講できるため、

大変好評を得ております。 

これにつきましても、９月１日号の広報にも載りますが、９月

１日はたまたま図書館が休館日のため、２日からの応募受付をい

たしますので、ぜひＰＲしたいと思っております。 

以上になります。 

望月委員長 ありがとうございました。 

教育長報告に対するご意見、ご質問を受けたいと思いますが、

半分に分けたいと思います。（１）から（５）まで最初にやりま

して、次に（６）から（１１）について、ご意見、ご質問を受け

たいと思います。 

最初に（１）から（５）まで、何かありましたらお願いします。 

飯田委員 秦野市制６０周年記念の企画事業の件ですが、事業の承認・不

承認をされる委員会がつくられるということですけど、この委員

会のメンバーは、どういう方がなられるのか、差し支えなければ

教えてください。 

 生涯学習課長 承認機関については新たに設置するものではなく、６０周年記

念事業を推進するために、既に設置されている各部の所管課長で

構成する庁内検討組織で承認していきます。この組織の中で、参

考資料にある募集内容に照らし合わせ審査をする形になっていま

す。 

望月委員長 ほかにどうでしょうか。 

 内田委員 資料３の審議会等の見直しに係る要綱等の改廃についての中の

教育史の編さん委員会についてですが、これは、多分、教育史を

編さんしていく上で委員会を設置されたということだと思いま

す。今回、これは目的達成のため廃止となっていますが、これは、

将来的に、例えば５０周年とか１００周年とか、必要に応じてま

たつくられるという理解でよろしいですか。 

 教育総務課長 目的達成のために廃止で、もうつくらないということではござ

いません。ただ、今度つくる場合には、先ほど言いました今度の

市議会で、秦野市附属機関の設置条例があります。その条例の別

表で、改正という形で必要な検討委員会、この市史編さんに限ら

ず、教育関係で必要な委員会、市長への諮問、答申、調査等が必

要な場合には、今度設置されます条例に位置づけし、設置してい
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き、当面はすぐやる必要がないので、新しい条例の中には位置づ

けしないで、今回は要綱を廃止するということです。 

内田委員 歴史編さんというのは、大体何年置きぐらいで出されるのです

か。 

 生涯学習課長 編さんのスパンのご質問ですが、資料がありませんのでお答え

できませんが、市史の編さんは現代編まで一応完成しており、現

在、編集作業は休止状態になっています。 

ただ、今後、編さん作業をやらなくていいのかということでは

なくて、必要になれば、当然編さん作業は再開していきますので、

その際は、改めて設置要綱などの制定など手続を踏んでいくこと

になります。ご質問の編集作業のスパンは、後日調べてお答えし

ます。 

内田委員 わかりました。 

望月委員長 同じくその審議会等の見直しについて、公民館、公運協につい

て、ここは委員を「委嘱」から「指名・選出」とするとあります。

いわゆる「教育委員会が委嘱する」なのか、あるいは「館長が委

嘱する」なのか、ここはどうですか。 

 公民館担当課長 今の委嘱の話でございますが、附属機関ではないということで、

「委嘱」という言葉は使いません。今まで、「教育委員会が委嘱

する」ということで、昨年に要綱の一部改正したのですが、附属

機関ではないという位置づけの中で、「委嘱」という言葉は取り

ましょう、削除しましょうということで統一されまして、今度は

教育長が選出・指名するということでございます。 

望月委員長 従来は、教育委員会が委嘱していたわけですね。では、教育委

員会が委嘱するということは、公運審と同じようなスタイルだっ

たわけですね。 

これは、公運協は教育委員会が委嘱したり、あるいは相模原市

は館長が委嘱したりするわけです。ですから、その自治体の一つ

の要綱等によって違うと思います。 

まだ茅ヶ崎市は公運審が残っています。中身はともかくとして

も、審議会がそのまま残っている。だから、今、この「指名・選

出」について、秦野市の「委嘱」は、公運協の場合に、従来は委

員会がしたのか、館長がしたのかということでお聞きしました。 

ほかにどうでしょうか。 

坡州の英語村の派遣ですが、今、日韓関係が国のレベル、ある

いは政治のレベルでは非常に冷え切ったような状況になってい

て、大変残念な思いもするわけです。 

ですから、こういうときこそ子どもはそういうものを乗り越え
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て、積極的に交流することは重要だと思います。８月２４、２５、

２６日、韓国の坡州市の少年サッカーチームが来て、東海大学に

お世話になって、秦野市の子どもたちと交流を深めます。 

坡州市との交流というのは、県下の韓国の姉妹都市との交流の

中で、秦野市は抜群に交流が盛んです。ですから、こういうとき

こそ未来に生きる子どもたちがこういうふうに交流するというの

は、非常にすばらしいことではないかなと思います。 

そういう面で秦野市の韓国に対する考え方とか姿勢というもの

は、非常に評価できるものではないかなと私は個人的に思ってお

ります。 

今回、中学生が行って、それぞれ韓国の生徒が、英語に積極的

に取り組んだり、英語ができるというのは、小学校から習ってい

ますからできるはずです。日本もやがてはそうなるわけですけど、

英語教育の熱の入れ方が、少し日本とは違うわけです。 

それから、武道とダンスの講習会は、今年度３年目を迎えてい

ますが、ここでやっと課題が見えてきた感じがします。私も企画

課とかスポーツ課、あるいは体育学部長と連絡をとりましたが、

どこが中心になるかという見えない部分もありました。 

これはやはり３年になって具体的に見えてきました。ことしは

３市だけだった。来年、もし３市２町でやるのであれば、東海大

学へ３市２町の教育委員会がお願いするスタイルをとるのか、あ

るいは、東海大学が中心になって、こちらに呼びかけるのか、そ

ういう課題が見えてきたのではないかなと思います。それから、

ことしは実行委員会も開きませんでした。私は第１回目にかかわ

りました。 

いずれにしても３市と東海大学が集まって、課題点を整理して、

これからのことを煮詰めていくのがよろしいかなと思います。 

ほかにどうでしょうか。 

飯田委員 資料４で、英語村に行かれた中学生の学年の内訳はどのようで

しょうか。 

 教育指導課長 学年ですけれども、２・３年生が５名ずつ、１年生が１０名と

いうことです。 

望月委員長 ほかにどうでしょうか。よろしいですか。 

 ―特になし― 

望月委員長 それでは、ないようですので、（６）から（１１）までについ

て、質問、ご意見等お願いいたします。 

内田委員 ふれあい合宿について、私、ことし望月委員長に誘われて２日

目でしたか、訪問させていただきました。夜のキャンドルファイ
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ヤーのところに最後まで参加させていただきましたが、非常に楽

しい雰囲気でした。 

子どもたちももちろん楽しんでいましたが、それを運営する側

の先生方とか地域の方々が、非常に多くかかわっているなという

のが一つ大きな印象でした。そういうことがあるからこそ成り立

っているということがわかりました。 

ほかのところでもできるといいですね。 

 生涯学習課長 総合計画の中でも位置付けているとおり、生涯学習課としては

この取り組みを広げていきたいという気持ちを常に持っていま

す。 

内田委員もおっしゃられたとおり、大根地区には、東海大学を

はじめ他の地区にない特徴的な地域力というのがありますが、通

学合宿は、教育委員会が主導するのではなく、地域が主体となっ

て事業展開していくもので、ほかの地区もこの活動を捉えて、地

域のさまざまな団体や学校、ＰＴＡなどが理解を深め、連携して

いけば必ずできると思います。 

ただ、午前中の社会教育委員会議でも、やはり同じ話題があり

ましたが、まずは、この活動や成果について広めていくことが肝

要で、この事業が始まって時間がたっていますけど、そういう地

道な取り組みを進めていくしかないのかと思います。大根地区に

限らず全市的な取り組みになればという気持ちはございますが、

なかなかそうはいっていないのが現実です。 

髙槗委員 今の件で、後ろの点検評価の佐野先生のあと書きにも触れてい

ますが、大根地区はもう長年経過しているので、今のスタイルが

もう出来上がっていると思います。それと同じような形でなくて

も、できる範囲で進めていかないといけないのかなと思います。

そちらに向けて、ぜひ進んでいっていただきたいという気持ちが

あります。 

望月委員長 私は、ことし初めて、６月下旬に開かれた事前研修会に行きま

した。私は行ってよかったと思っています。なぜかというと、関

係する人たちが全部来て、生徒を集めてオリエンテーションをや

っていました。 

私は何人か知人もいましたので、いろいろと聞いてみたら、「先

生、かかわることが、毎日楽しいんです。」ということをおっし

ゃっていた人もいたので、こういう人たちに支えられているのか

なということを、改めて思いました。 

これは、あくまでも市は後方支援という形ということがよくわ

かりました。本当にこれはある面で望ましいスタイルかなと思い
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ました。 

この学校力、ＰＴＡ力、地域力、その三者にプラス行政力が後

方支援で回って、まさにこの四輪駆動がかみ合って、相互補完し

合って、このふれあい合宿というものが実のあるものになってき

ているのかなということを、改めて思いました。 

事前研修会に参加してみて、参考になりましたので、あの良さ

を再確認するとともに、また、髙槗委員が言った違う地域でもで

きれば、あるいはスタイルを変えながらできたらいいと思います。 

ただ、市が後方支援でやるというスタイルは貫いてほしいと思

います。そうすると、地域の人たちも盛り上がり、地域も活性化

するような感じはします。いずれにしても、担当課、ありがとう

ございました。 

ほかにどうでしょうか。 

飯田委員 今の件でよろしいですか。このふれあい通学合宿の実行委員の

会長というのは、毎年ＰＴＡ会長がやることになっているのでし

ょうか。 

 生涯学習課長 基本的に広畑小と大根小のＰＴＡ会長の輪番制となっていま

す。今回は会場の大根公民館に近い大根小のＰＴＡ会長となりま

す。次年度は広畑ふれあいプラザが会場になるので、広畑小ＰＴ

Ａ会長という形となります。 

望月委員長 ほかにいかがでしょうか。 

 ―特になし― 

望月委員長 それでは、ないようですので、次の議案に移ります。 

本定例会には、４点の議案が提出されています。 

まず、「議案第１１号 平成２６年教育委員会教育行政点検・

評価報告書について」の説明をお願いいたします。 

 教育総務課長 それでは、「議案第１１号 平成２６年度教育委員会教育行政

点検・評価報告書について」、ご説明させていただきます。 

ご承知のように、地方教育行政法２７条第１項に規定がござい

ます、教育行政の事務の管理及びその執行状況について、毎年度

点検・評価を行いまして、その結果を報告書にとりまとめるとと

もに、市議会、また広く市民に公表するということで提案をする

ものでございます。 

お配りさせていただきました緑色の点検・評価報告書と資料編

の２冊でございます。緑色の報告書をごらんください。 

まず、この報告につきましては、４月の教育委員会会議から、

協議という形で実施させていただいてございます。 

１ページから３ページが点検・評価の概要でございます。目的、
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対象。対象につきましては教育委員会の活動の状況３項目、それ

と２５年度基本方針に基づく主要施策、２２の施策について点

検・評価をさせていただきました。 

２ページに経過がございます。４月から毎回教育委員会議で協

議をしていただくとともに、従来内部評価でやっていたものを、

本年度は６月１３日に、２ページの下にございますが、点検・評

価会議、一つの点検・評価会議という組織をつくって、教育関係、

ＰＴＡやＯＢを入れさせていただいて、自己評価の次に、この点

検・評価会議の点検・評価をしていただいて、最終的には教育委

員による点検・評価というふうなことで進めさせていただきまし

た。 

なお、３ページの学識経験の総合評価につきましては、今年度、

学校教育関係は小林教授で変わりませんが、生涯学習関係につい

ては佐野美三雄先生にお願いをしてございます。 

４ページから１６ページにかけて教育委員会の活動の状況でご

ざいます。 

４ページから２５年度定例会、臨時会の活動の状況、定例会  

１２回、臨時会４回開催しました。それと５ページにございます

審議の状況では、教育長報告ほか議案が２１件、協議事項が１５

件、その他１０件で、教育委員会会議の議事の状況を載せていま

す。 

１０ページからが教育委員会議以外の状況では、学習会や学校

訪問、その他研修会、各種事業を５２回ほど、延べ１０２人の委

員さんに出席をしていただいた状況を１０ページから１３ページ

まで載せています。 

１４、１５ページでは、その活動の状況の内容と評価を一覧に

まとめさせていただきまして、１６ページに活動に対する総合評

価を、総合評価の中では新しい制度へ円滑な移行ということで、

新しい制度の部分が記載されてございます。 

続きまして、１７ページから第３章 平成２５年度主要施策を

４０ページまで記載しています。主要施策につきましては、まず

自己点検・評価、各教育委員会事務局の担当課での評価を行い、

先ほど申しました教育施策点検・評価会議で同様の評価をしてい

ただき、最終的に教育委員評価ということで、実施をさせていた

だきました。 

１８ページの上に表がございますが、Ａ～ＤのランクでＡは拡

充、Ｂは継続、Ｃは改善・見直し、Ｄは廃止という評価をしてい

ただきまして、最終的に教育委員による評価の中では、Ａ評価が
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３施策、Ｂ評価が１８施策、Ｃ評価が１施策、Ｄ評価がなしとい

う結果になりました。 

具体的な部分でございますが、資料編にも細かく書いてござい

ますが、２１ページから各施策の状況と評価の内容が書いてござ

います。 

まず２１ページ、主要施策では１番が教育環境の計画的な整備

では、５施策載せさせていただいています。全てＢ評価というこ

とですが、例えば２１ページの２番目の西中学校屋内運動場の事

業につきましては、点検・評価会議ではＣ評価で、見直しという

か、日ごろの意見ですとかをまとめながら進めていってほしいと

いうことで、Ｃ評価になっています。 

そのほかは全てＢ評価ということで、継続して実施していくと

いう評価になりました。 

２５ページからが２番目のいじめや不登校のない学校の充実と

いうことで、５施策載せさせていただいています。 

拡充して実施するＡ評価が２、継続実施２、Ｃ評価の改善・見

直しが１施策となってございます。 

いじめ・不登校対策の推進がＡ評価ということ、また、２７ペ

ージになりますが、９番目の郷土の特性を生かした育成事業の実

施というところが、教育委員の評価について、Ｃ評価ということ

になりました。 

一層効果が上がるように、時代に合わせた取り組みを推進して

いくことが重要であると、地域性を生かして幼小一貫教育の兼ね

合いを考慮しながら、予算にも対応していくような必要があると

いうことで、より一層の見直し・充実をというような評価をいた

だいてございます。 

２９ページが３番目で、幼小中一貫教育の推進と、子ども一人

一人に対応した教育の充実では、４施策でございます。Ａ評価が

１、Ｂ評価が３でございます。その部分につきましては、３１ペ

ージ、１４番につきましては、Ａ評価ということになっています。

より拡充した取り組み、積極的な取り組みをというコメントにな

っています。 

３３ページから生涯学習の推進では、５施策ございます。全て

Ｂ評価ということでございますが、中には３５ページ１８番、文

化財の部分については担当課の自己評価はＣというふうなこと

で、見直し・改善という自己評価をされています。 

続きまして、３７ページからの図書館サービスの充実では、こ

れも３施策全てＢ評価でございますが、３７ページ２０番の読書
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活動の支援について、自己評価でＣでした。 

続きまして４１ページ、第４章 学識経験者の知見でございま

す。 

小林教授と佐野先生にいただいております。特に小林正稔先生

のほうからは、４１ページの「はじめに」という部分、核になる

イズムというようなお話で、何かと言えば児童・生徒の最大の利

益、発達保障、これを確実に履行することをイズムといいまして、

イズムが希薄になっている。単に授業に対する数的な達成がその

評価の中心となっているという、評価のための評価という状態に

なっているということで、２４年度も評価をいただいていますけ

れども、なかなか改善が見られない、さらなる努力をということ

が書いてございます。 

その総合的な部分に加えて、どちらの先生も一つ一つの事業に

ついて意見をいただいてございます。 

一つ一つの評価をしていただいて、連携の必要性ですとか、そ

ういった部分を示していただいております。特に事務局といたし

ましても、これを再度確認させていただいて、２６年度、これか

らも事業実施に向けて、十分にこういった視点を持って事業を進

めていきたいと考えてございます。 

この点検・評価につきましては、先ほど教育長報告で９月３日

から第３回定例会が開催をされ、その中で文教福祉常任委員会に

内容の説明をさせていただいて、その後、全議員に配付をしてい

き、その後、ホームページへの掲載ですとか、公民館等に置いて、

広く公表していく予定になっております。よろしくご審議くださ

いますようお願いいたします。 

以上です。 

望月委員長 それでは、ただいまの説明に対してご意見、ご質問ございます

か。 

いかがでしょうか。 

学識経験者の知見の小林先生、それから佐野先生ですね。小林

先生は平成６年から秦野の教育にかかわっていただいています。

それから、今、市長部局のいろいろ委員などもやっていただいて、

現在、鎌倉に住んでいますが、かつては曽屋に住んでいまして、

３、４年前から鎌倉に住んでいます。 

秦野市の長い間の学校教育を中心に携わり、市の審議会等にも

かかわっていただいているし、それから秦野の市民であったとい

うことで、秦野をこよなく愛しているし、秦野の状況もわかる。

これを読んでみますと、非常に指摘の鋭さといいますか、説得性
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を感じます。 

佐野先生もずっと県で社会教育畑を長い間やっていまして、秦

野市の社会教育委員も長い間やっていましたので、同じく秦野の

市民であり、社会教育のエキスパートとしていろいろ厳しい指摘

もされているのかなと感じています。 

それから、私は特に小林先生には指導課長が中心になって、直

接お会いして、いろいろ聞いてみる。巡回教育相談、支援相談も

実は小林先生のアイデアで取り入れました。あとはソーシャルス

キル。 

一度お会いしていろいろとご示唆をいただくといいかなと思い

ます。 

それから、佐野先生は時々市役所のほうにもお見えになります

ので、お聞きしてみると、またアドバイスいただけるのではない

かなと思いますので、生涯学習課長が、直接お会いしたらいいか

なということを思っています。 

いずれにしても、これだけ労作、本当に教育総務課を中心に教

育委員会の関係各課と教育委員の皆さん、本当にありがとうござ

いました。皆さんの汗と苦労がこの中にあらわれているのではな

いかなと思います。 

ほかにありますか。 

 ―特になし― 

望月委員長 では、「議案第１１号の平成２６年度教育委員会教育行政点検・

評価報告書について」、原案のとおり決することにご異議ござい

ませんか。 

 ―異議なし― 

望月委員長 よって、議案第１１号は原案のとおり可決されました。 

次に、「議案第１２号 平成２５年度秦野市一般会計（教育費）

決算について」の説明をお願いいたします。 

 教育総務課長 「議案第１２号、平成２５年度秦野市一般会計（教育費）の決

算について」、市長に意見を申し出る必要が生じ、第３回定例会

に提出するため、議決を求めるものでございます。 

提案の理由でございます。 

これも地方教育行政の組織及び運営に関する法律の規定により

まして、市長が教育に関する議会で議決を得る議案を作成した場

合は、教育委員会の意見を聞かなければならない。こういった規

定に基づきまして提案をさせていただくものでございます。 

おめくりいただきまして、１ページ。２５年度教育費の一般会

計・教育費決算、歳出の総括表でございます。 
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教育費は、教育総務費から社会教育費まで５つの項に分かれて

ございます。特に一番右側に予算に対する執行率がございます。

２番目の小学校費が５７．５％、中学校費が４２．１％、その他

はおおむね４５％前後でございます。 

合計の欄で、予算の現額としては４７億９，３５９万１，００

０円、決算額が３３億４，２４１万１，２７９円、翌年度への繰

り越しが１２億５，５４０万円、不用額が１億９，５７７万９，

７２１円で、執行率は６９．７％でございます。 

先ほど申しましたが、小学校費と中学校費という部分が低いと

いうことで、下に注釈を書かせていただきました。執行率が   

約７０％で、これにつきましては、国の補助金を前倒しして空調

設備を設置することで、２６年度に予定していたものを２５年度

予算で前倒しして３月議会で予算をつけました。それを全額２６

年度に繰り越したことで、１２億５，５００万翌年度に繰り越し

てございますので、その部分が執行率を落としてございます。 

この繰り越したものを除きますと、執行率については９４．５％

で、実は、第３回の定例会にかかるわけですが、市の全体の執行

率が８９．３％、約９０％で、教育費の執行率としては比較的高

い。繰り越し分を除けば比較的高いという状況になってございま

す。 

おめくりいただきまして、３ページから２０ページまでが実際

の議案書としてつけます。教育費の部分だけを抜き出してござい

ますが、議案としてつける決算の詳細になってございます。 

２１ページからが、これは決算の場合の付属資料として、施策

の成果の報告書ということでつけてございます。より具体的な部

分が入ってくるわけですけれども、これの教育費の部分を抜き出

したものが２１ページから５０ページになります。 

２１ページに、２５年度の決算について新しいこと等を載せさ

せていただいてございます。 

１番目に学校施設の整備で改修事業を１９工事、国庫の補助金

を使った工事を、これは１０工事になるのですが、実施をしてい

る。 

情報機器も２０年度に導入したサーバー、パソコン等の更新を

行った。 

指導助手の派遣事業は５２人、時間のほうも４時間から５．５

時間にふやして、支援の充実を図った。 

いじめについては、いじめを考える児童・生徒委員会を引き続

き実施するということと、巡回教育指導相談員を１名増員、４人
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体制で相談体制を強化した。 

問題行動の対策指導助手については２名の増員、また勤務時間

も４時間から５．５時間にふやして、未然防止、早期発見に努め

ている。 

特別支援につきましては、介助員を２名増員して、きめ細やか

な支援・指導を行った。 

一貫教育につきましては、２２ページになりますが、全中学校

区でその研究に取り組んだということ、また、中段のところで東

海大学の協力のもとに、教科学習支援員、そういった部分を本格

導入した。 

調査については、指導の資料、補助の教材、こういったものを

作成、刊行し、各園校に配布した。 

生涯学習については、第１９回の全国報徳サミットの開催、そ

のほか親子の音楽会ですとか、親子川柳の大会等、生涯学習の推

進を図ったということ。 

文化財につきましては、軽便鉄道の記念事業の実施、銀装圭頭

大刀の文化財指定、それに伴う特別展等。 

公民館については自主事業の実施、９５５事業、利用者数が全

体で４８万超という利用者があったということです。 

図書館については、前田夕暮の生誕１３０周年を記念した特別

展、講演会、また全国報徳サミットに合わせて、記念講演、映画

会等の事業のＰＲに努め、また、図書館の施設環境の整備・充実

を図った。 

主な部分がそういうことになります。２５ページ以降は個別の

事業ごとの実施。いわゆる先ほどご説明していただいた事業の点

検・評価の部分を、もう少し細かくなる部分がありますけれども、

細かい事業を打ち出して点検・評価に記載しているような事業の

実績を載せた表になってございます。 

先ほど、教育長報告でありましたが議会は９月３日に開会をし

ます。９月３日に、議会運営の日程、２５年度決算の認定の議案

を上程させていただいて、例年ですと９月１２日から始まります

決算特別委員会で、教育費は一番最終日になることが多いのです

が、審議をいただいて１０月３日の閉会日に、最終的にはこの決

算が認定、議決をされるという手続を予定しております。 

以上でございます。よろしくご審議をお願いします。 

望月委員長 それでは、ご質問はございませんか。 

決算特別委員会は１８日ごろですか。 

 教育総務課長 ９月１２日から１８日まで行いますが、例年ですと１８日、最
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終日の午前中になることが多いというか、大体その辺がめどにな

ります。 

望月委員長 ほかにありますか。 

 ―特になし― 

望月委員長 それでは、「議案第１２号 平成２５年度秦野市一般会計（教

育費）決算について」、原案のとおり決することにご異議ござい

ませんか。 

 ―異議なし― 

望月委員長 よって、議案第１２号は、原案のとおり可決されました。 

次に、「議案第１３号 平成２６年度秦野市一般会計（教育費）

予算の補正について」の説明をお願いいたします。 

 教育総務課長 「議案第１３号 平成２６年度秦野市一般会計（教育費）予算

の補正について」、ご説明をさせていただきます。 

これは、決算と同様に、市長に意見を申し出る必要が生じたた

めに議決を求めるものでございます。これも同様に、地方教育行

政法の規定によりまして議会の議案として提出する際に教育委員

会の意見を聞くというようなことでございます。 

内容につきましては、西中学校屋内運動場等複合施設整備事業

費につきまして基礎データとなる測量業務でございます。測量を

実施してございませんので、この事業を進めていく中で測量が必

要になってきます。実は、２７年度当初予算の計上を考えていた

わけですけれども、ここで前倒しして測量業務の委託を実施する

ために、予算の増額をするとともに、関係の歳入等の財源の構成

等を行うために補正予算の提案をさせていただくものでございま

す。 

おめくりをいただきまして、「平成２６年度歳入歳出予算の補

正」ということで一覧がございますが、これですとちょっとわか

りにくいということで、参考資料をつけ加えさせていただいてご

ざいます。 

まず、参考資料のほうをごらんください。 

歳入でございます。まず国庫補助金として教育総務費委託金と

いうことで、当初、この事業につきましては、基本計画の策定支

援委託を予定してございます。そういう中で、その予算につきま

しては、県の先進的な事例の補助金ということで、３分の１の補

助事業をいただくことになってございましたが、右に書いてござ

いますように、基本設計委託業務について、国が、都市再興のた

めのＰＲＥ、これは公的不動産ということですけれども、公的不

動産の活用検討委託調査という調査事例をやっているところの調
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査を国の調査事業として市が受託すると、１０分の１０の全額が

国の調査業務という扱いになるということで、申請をしましたら

承諾をいただきまして、受託事業にするということで、ここで９

１５万５，０００円を新たに歳入として入れてございます。それ

に伴いまして、県費の補助金、当初、９００万円の委託事業を考

えていたのですが、それにつきましては、今回、補正の調査委託、

そちらのほうの経費に回すということで、最初の４６０万程度で

すので、９００万円の事業の３分の１の３００万円を県費で乗せ

ているのですが、減額をして半分にして、予算を１５０万に減額

をするというものでございます。 

歳出でございますが、今回、先ほど申しましたように、複合化

施設の区域の測量委託業務を２７年度に予定していたものを前倒

して実施する。具体的には、求積図の作成と縦横断面図の作成を

行いまして、事前に、例えば都市計画法ですとかまちづくり条例

ですとか、そういったものの調整を事前に進めていくためには、

より詳細なそういった基礎データが必要になるというようなこと

で、測量調査委託費を４６３万４，０００円、補正予算として計

上するということです。 

審査員の報酬は、実際に事業者を選定する際に審査会を設置し

て、その委員の報酬でございますが、実は、謝礼として計上して

ございます。先ほど言いましたように、市の附属機関になるとい

うことで、まだ審査会自体の設置はしてございませんが、当然、

規則で設置をしていくというようなことで、謝礼ではなくて報酬

として支払うというようなことで、その組みかえをするというよ

うなことでございます。今ある予算を違うところから報酬のほう

に切りかえるという事務的な作業になるということで、具体的に

は、今言った測量の４６３万４，０００円を新たに乗せる。今の

調査委託は国の受託事業で１０分の１０、この測量については県

費のほうを活用して３分の１の補助というようなことでございま

す。これも、先ほど言いましたように、９月３日に開会する議会

に計上して、これについては９月５日の議案審議で議決をいただ

くこととなります。 

以上でございます。よろしくご審議をお願いいたします。 

望月委員長 何か意見等ありますか。 

内田委員 公的不動産、ＰＲＥ活用検討委託調査みたいな、これは国の補

助金だと思うのですが、こういうところの情報というのはどのよ

うに入手されるのでしょうか。 

 教育総務課長 この事業、国という書き方をしてございますが、実際には国土
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交通省の事業でございます。こういうものがあると県を通じて市

町村に来る場合もございますし、これの場合は、こういう事業を

やっていく、公的不動産を多目的に活用していく中で、実はどん

な事業整備予算、そういったものを探っていく中で、こういう調

査委託をやっているということで、基本的な計画をつくる、うち

のように、どっちかといったら事業化に向けた計画をつくる、そ

ういったところの先進の事例を国が調査受託するということで、

持ち込んだところ、たしか５つの市町の事業が採択をされたとい

うことです。 

文科省のものでしたら情報は来るのですが、国土交通省となる

と、アンテナを高くしないといけません。国の制度は、実際に募

集が載るのが３月の末ぐらいで、国からの採択の通知が来るのが

６月とかで、逆に、県の補助金の申請を正式にしていると乗れな

くなってしまうというところも出てきますので、今回はうまくい

きましたけれども、国は、いろんな補助金を、それから調査委託

をしてくれるのですが、今回はタイミング的にうまく合いました

けれども、なかなか、いいものがあってもつけられないというふ

うなことは往々にしてございます。 

内田委員 こういうものがうまく活用できるといいですね。ありがとうご

ざいました。 

望月委員長 先般、空調設備の進捗状況を知りたいので、西中に行ってみて

空調設備の状況をいろいろ見てきたのですが、その折に、第１棟

が、もう１週間くらい前ですから完全に更地になっているからか

もしれないんですけれども、測量というのはいつごろからやる予

定ですか。 

 教育総務課長 ９月５日に議決をいただいて、すぐに実施して、年内、２６年

１２月末までには、一定の成果品が年内には出てくるような形で

委託をしていこうということで、実施の場所は、今、言われまし

た北側の消防署も含めた部分の求積図をつくるということと、南

側の体育館、公民館側のところの求積図と、あと、西側に市道が

ありますけれども、そこの部分、道路沿いの学校との敷地の部分

の測量を行うという予定になります。 

望月委員長 ほかにございますか。 

 ―特になし― 

望月委員長 それでは、「議案第１３号 平成２６年度秦野市一般会計（教

育費）予算の補正について」、議案のとおり決することにご異議

ございませんか。 

 ―異議なし― 
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望月委員長 よって、議案第１３号は原案のとおり可決されました。 

次に、「議案第１４号 秦野市曽屋ふれあい会館条例の廃止に

係る申し出について」の説明をお願いいたします。 

 生涯学習課長 「議案第１４号 秦野市曽屋ふれあい会館条例の廃止に係る申

し出について」を説明いたします。 

提案理由といたしましては、ここにあるとおり、市民の自主的

で主体的な学習の場を提供するための施設として平成１１年から

設置した曽屋ふれあい会館について、建物自体が昭和４０年に福

祉会館として開設された建物をそのまま使っておりましたので、

建築後４９年を経過した中で、耐震上の課題とともに施設の老朽

化が進んでいることから、条例自体を廃止するため申し出するも

のでございます。 

廃止の時期につきましては、市民や利用団体への周知徹底と跡

地利用の検討について、現在、地権者でもある地元の曽屋地区の

５つの自治会と継続的に協議が行われていることなどを考慮し

て、来年の３月３１日といたします。条例施行日は４月１日から

という形になります。 

曽屋ふれあい会館の廃止については、前回の教育委員会会議の

中でも協議事項として私のほうで口頭で概要を説明いたしまし

た。その際に、議案提出とあわせて詳細な資料の提出というご意

見もございましたので、今回、参考資料を添付させていただきま

した。この参考資料に基づいて、ご説明をさせていただきます。 

先ほどお話ししたとおり、建物の老朽化、耐震性にも課題を抱

えるということ、それから、近隣の公共施設の整備状況を踏まえ

た中で、秦野市として、公共施設再配置計画、それから新行革推

進プランにおいて、本来は平成２５年度をもって廃止が位置づけ

られておりました。しかし、地元の自治会との協議の中でなかな

か調整が進まず、会館廃止を一時的に延長してまいりましたけれ

ども、ここで、４月以降、地元との協議の中で歩み寄りが図られ

まして、廃止についての理解を得られたという部分がございます。

やはり、安全性に欠ける状況をこのまま放置しておくことはでき

ないということもございまして、教育委員会の議決を得た後、９

月議会のほうに条例廃止の議案を提出したいという考え方でござ

います。 

資料にある「施設の概要・利用状況」「主な経過」については、

説明を省略させていただきますが、裏面を開いていただきたいと

思います。３番目に、「今後の取り扱い」という形で３項目ござ

います。本日の教育委員会での議決を受けた後、先ほどもお話し
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しましたとおり、市議会第３回定例会に同様の廃止条例の提案を

提出してまいります。そして、審議した後、議決後、直ちに市民

や利用団体に対し会館廃止に向けた十分な周知を図ってまいりた

いと思います。そして、資料には書いてございませんが、現段階

で考えている廃止後の建物解体については、来年度の当初予算に

工事費を計上し、できれば年度早々に解体自体を施工していきた

いという考え方を持っております。 

なお、３番目に「廃止後の跡地利用」という部分がございます。

公共施設再配置計画の中では、自治会だけではなく、一般利用と

いう機能も備えた開放型自治会館への建てかえというものが計画

の中でイメージされまして、その支援についても位置づけており

ます。現段階、曽屋５自治会との話し合いの中では、地元として

は、単独での自治会館建設ではなく、市の助言のもとで、今は、

社会福祉施設機能など、民間と連携した複合施設の建設を模索し

ております。この部分についての考え方、これは地元が土地を持

っておりますので地元の考え方で進めていく部分ではあります

が、市としても、公共施設再配置推進課、それから自治会を所管

する市民自治振興課と私ども生涯学習課が連携して地元との協議

を行いまして、跡地利用の検討に伴ういろんな情報提供、アドバ

イスなどの支援を行ってまいりたいと思います。 

また、市民自治振興課のほうでは、既にご説明した開放型自治

会館建設に対するより柔軟で高次な財政的な支援の取り扱い方針

を既に定めておりますので、このことも地元にきちっと説明して

いきたいと考えております。 

以上で議案第１４号の説明を終わりにしたいと思います。よろ

しくご審議のほど、お願い申し上げます。 

望月委員長 何かご質問、ご意見ございますか。 

内田委員 一つ確認ですが、この土地は自治会所有の土地だったというこ

とですか。 

 生涯学習課長 今おっしゃられたとおり、地権者と書いてありますが、曽屋５

自治会が共有で所有しているという形になります。 

内田委員 建物は市の建物ですか。 

 生涯学習課長 建物は市の建物です。 

望月委員長 この開放型自治会館は、まだ具体的にはイメージ化していない

ということですか。 

 生涯学習課長 公共施設再配置計画の中でイメージがありますが、曽屋ふれあ

い会館の跡地利用での具体的なイメージはまだありません。 

先ほどもご説明しましたが、地元の曽屋５自治会は、建物がで
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きた後のランニングコストの負担軽減ということで、民間とタイ

アップした複合施設整備を模索しており、その中での開放型自治

会館の整備も、今後検討していく形になります。 

望月委員長 ほかにいかがですか。 

内田委員 もう一つ。開放型自治会館の建てかえの計画に当たっては、市

としては何かかかわりを持つのでしょうか。 

 生涯学習課長 曽屋ふれあい会館の廃止は、公共施設再配置計画という市の政

策の中で決定し、開放型自治会館の建替えがイメージしています。

それを地元が取り入れる場合は財政支援をしていくことになって

いますので、当然、それを地元が選択されましたら、市としては

支援していくということでございます。 

望月委員長 ほかにいかがでしょうか。 

飯田委員 参考資料を見ると、利用人数が年間２万７，０００人いられて、

利用者の方は、これがなくなると、この間もお話に出たと思うん

ですけど、本町公民館か、あとは、その辺だと利用する場所とい

ったらこども館になりますか。 

 生涯学習課長 近隣の代替施設としては、本町公民館、あとは、少し離れてい

ますが、末広ふれあいセンターがございますので、そういう施設

を利用していただくことになります。ただ、子どもの利用につい

ては、今、お話のありました、こども館も活用できるというふう

になっています。 

飯田委員 ありがとうございます。 

望月委員長 ほかにいかがですか。 

 ―特になし― 

望月委員長 それでは、「議案第１４号 秦野市曽屋ふれあい会館条例の廃

止に係る申し出について」、議案のとおり決することにご異議ご

ざいませんか。 

 ―異議なし― 

望月委員長 よって、「議案第１４号 秦野市曽屋ふれあい会館条例の廃止

に係る申し出について」は原案のとおり可決されました。 

次に、協議事項に入る前に、暫時休憩いたします。 

 ―暫時休憩― 

望月委員長 それでは、再開いたします。 

協議事項に入りますが、「（１）全国学力・学習状況調査につ

いて」の説明をお願いいたします。 

 教育指導課長 よろしくお願いします。 

ことしの４月２２日に実施されました平成２６年度全国学力・

学習状況調査の児童生徒に対する調査のうち、教科に関する調査、



 27 

具体的には、小学校６年生の国語・算数のＡ・Ｂ問題並びに中学

校３年生の国語・数学のＡ・Ｂ問題の結果の扱いにつきまして、

以下３点についてご協議をいただきたいと存じます。 

なお、児童生徒に対する調査のうち、質問紙調査及び学校に対

する質問紙調査の結果の扱いにつきましては、これまでどおりの

公表と考えております。 

では、１番、「秦野市全体の平均正答率等数値について」でご

ざいます。 

まず、これにつきましては、（１）数値を公表していきたい。 

（２）数値を公表する主な理由としては、ア 平成２６年度よ

り全国学力・学習状況調査に関する実施要領が変更されました。

これにつきましては、裏面に資料を載せてあります。そのうちの

１の（１）、ここに詳しく書いております。変更されたことを受

けまして、このタイミングを捉えるとともに、近隣市町村の状況

を鑑み、社会情勢に即した対応が求められているというのが一つ

の理由です。 

なお、近隣市町村の状況につきましては、裏面の大きい２番、

ここに状況を載せてあります。 

主な理由の２点目、イです。平成１９年度、秦野市情報公開・

個人情報保護審査会より「公開」と答申を受けております。この

内容につきましては、裏面の大きな３番の（１）、ここに詳細を

載せてあります。さらに平成２５年度、同審査会より再度同じ答

申が出されました。これは同じく「公開」という答申です。 

理由の３点目、これまで調査結果を多面的に分析し、秦野市全

体の結果・傾向等を文章で示してまいりました。これに加えて数

値を活用することで、分析を深めて、より具体的なわかりやすい

調査結果として、授業力の向上につながるのではないかと考えて

おります。 

２点目、各小中学校の平均正答率等数値についてでございます。

この扱いにつきましては、（１）数値は非公開とする。 

（２）数値を非公開とする主な理由といたしましては、１点目、

ア 平成２６年度より全国学力・学習状況調査に関する実施要領

が変更となりましたが、この変更は裏面の１の（２）に参考資料

として詳しく載せております。教育上の影響、例えば学校間の客

観的序列化が生じるおそれがあると考えます。 

２点目、イ 小規模校においては、個人が特定されてしまうお

それがある。単学級において、なおかつ人数が少ない学校で、こ

の結果になったのは、この児童もしくは生徒ではと特定されるお
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それがあるのではないかと考えております。 

３点目、ウ 平成１９年度、秦野市情報公開・個人情報保護審

査会より「非公開」と答申を受けております。これは裏面の資料

の３の（２）に詳しく書いております。さらに平成２５年度、審

査会より再度同じ答申、非公開とするという答申が出されました。 

以上３点が非公開とする主な理由でございます。 

大きな３点目、「その他」ということで、従来、これからも、

秦野市全体の調査結果については、学識経験者の方、校長会代表、

教諭代表、指導主事等で構成する秦野市全国学力・学習状況調査

結果分析活用検討委員会を組織し、分析・検討を行ってまいりま

す。今後の改善方策、秦野市全体の平均正答率等数値も含め、公

表したい。毎年行っている分析結果を提示することとあわせて、

数値等についても、数値というのは秦野市全体の平均正答率等の

数値でございますが、これもあわせて公表ということで、詳細に

つきましては、今後、日程等を検討して、またお示ししていきた

いと考えております。 

以上、ご協議のほどよろしくお願いいたします。 

望月委員長 それでは、１の秦野市全体の平均正答率等数値について、２の

各小中学校の平均正答率等数値については、一緒にやりましょう。 

一応、市の基本的な考え方として、こういうような考え方が示

されたのですが、ここで皆さんのご意見を自由にいただきたいと

思います。 

内田委員 今回、平成２６年度の調査の結果に関しては、私自身としては、

このとおりでよろしいのではないかと思っています。 

平成２５年度、昨年度の結果の非公開についての議論において

は、市全体の平均正答率のところが、当初実施する前の前提とし

て、あくまでも実施する前提条件として公開しないという形で実

施したという議論があったと思います。それゆえ公開しなかった

ということが大きな理由だったと思います。今回は実施する前か

ら公開するということで実施していくこととなるのかと思います

ので、その点は特に大きな問題はないのかなと思っているところ

です。 

いずれにしろ、２番の各学校の数値等は、やはり公表するべき

ではないと思います。 

以上です。 

望月委員長 ほかにどうでしょうか。 

教育長 今、内田委員からお話がありましたけれども、２５年度の結果

をもとに審査会で答申があった。その中で基本的に公開というこ
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とを受けているのですが、１９年度のときに同様の公開というこ

とを受けながら、教育委員会として議論をされた結果として非公

開という答えを出しておりまして、そういう意味では、国の考え

方というのは、２５年度、２６年度で国の考え方が変わってきて

いる。そうしたタイミングを見計らうということが、ここにも書

いてありますとおり、説明責任を果たすことが重要であるという

実施要項の中で方向性が変わってきている。そうしますと、２６

年度からは、こうしたものに少なくとも応えていかなくてはなら

ないのではないかというようなことを思っています。 

それともう一点、各学校のということについて、これは、去年、

教育長会議があった折にも、神奈川県としても、学校ごとについ

ての公表は県としても考えていないということです。これは、先

ほど事務局から説明があったように、小規模校、あるいは学校数

が非常に少ない町や村、そういうところでは個人の特定にそのま

まつながりかねないということが懸念されるので、そういうもの

を考慮した場合に、県全体としてそういう方針を出すということ

は考えていないというお話もありました。秦野でも同様に、小規

模校というものは存在するわけですから、それについては、ここ

に書いてありますとおり、非公表という形でいくのがいいのでは

ないかという思いではおります。 

望月委員長 今、神奈川県教育委員会では、学校ごとの公表については考え

ていないということです。 

教育長 静岡県知事は結果が悪かったところの校長先生の名前を公表す

るという話で、それには相当いろんな批判があって、転換をされ

ましたが、今度は上位を公表するということを言われました。イ

コール、上位を出すということは下位があるわけで、もし出した

場合は、そこがわかってしまう。その結果を見た下位の学校の子

どもが校長先生に謝ったということが新聞に出ていましたけれど

も、本来あるべき姿ではないなと思います。少なくとも、個人名

が特定できるような仕組みでいくことについては、避けていきた

いと思います。 

望月委員長 公表することについてはいかがですか。 

飯田委員 海老名市、真鶴町は、公表するような動きですか。 

 教育指導課長 真鶴町に関しては、１校しかないので、しないのではないかと

思います。逆に、できないのではないかと思います。ただ、海老

名市に関しては、今、情報交換を行っていますが、検討中である

ということで、まだ先がこちらに伝わってきていないので、この

時点では把握できていない状況です。 
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以上です。 

飯田委員 ありがとうございます。 

望月委員長 ほかにどうですか。 

教育長 現実的に、清川村も中学校は１校ですが、１校しかなければ、

当然のごとく、この学校ということになるわけですから、その辺

が、あくまでも、学校名を公表してしまうことになると、全てが

わかってしまうということが出てきてしまうわけです。 

髙槗委員 私も、このタイミングで、市の平均の数値はもう出していいか

なと思います。やはり学校ごとは非公開としていただきたいので

すが、市全体のものは出すような時期に来ているのではないかな

という気はします。余り出さないことに固持してしまうと、秦野

市はそんなにひどいのかということにならないためにも公表して

もいいのかなと思います。 

教育長 明確な理由をもって、公表しないということが説明できればい

いのですが、国の方針も変わり、全体の流れも公表という方向に

行っている中で、例えば、秦野市が単独で市全体を出さないとし

た場合は、明確な答えが出せるかどうかだと思います。実は、審

査会というものは、通常ですと、答申があると、その答申どおり

に動くというのが今までの流れですが、１９年のときに教育委員

会でそうしたことが議論された結果として出さないという答えを

出しておられますから、そうしますと、今回の場合、特に審査会

にかかっているわけではありませんが、今、髙槗委員がおっしゃ

られたように、このタイミングでないと逆に公表しづらいという

ことになる気がします。 

望月委員長 私も、３つの理由から、市全体の正答率の公表は賛成という立

場をとりたいと思います。 

１つ目は、国の考え方の変化、それから、全国的な傾向を見た

ときに、ここでやることはタイミングとしてもいいのではないか

という判断です。 

２つ目は、知る権利の保障をどうしていくかということ。私は、

いわゆる地域住民の知る権利の保障ということで、これから、秦

野市も、コミュニティスクールなどの導入も考えている中で、地

域住民とともに学校づくりをしていく。地域住民が知ることによ

って、「我々も学校にさらに協力して、その学校を盛り上げてい

こう」という姿勢に変わると思います。全国の学力調査を見ても、

２７日の研修会でもそういう話はしますけれども、地域がかかわ

っているところは学力が高いです。学校支援ボランティアに地域

の人たちがかかわっているところは全国的に見ても学力が高いで
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す。それにはいろいろ要因がありますが、そういうような点から

見ても、知る権利の保障と同時に、これから地域とともにつくり

上げていく。地域の人たちが学校を批判するということではなく

て、学校を支え、学校の教育力を高めていくというような視点に

変わっていかなければいけないと思います。ですから、知る権利

の保障という言葉を使っておきたいと思います。 

それから、３点目は、授業力、授業改善の再吟味なり再チェッ

クという視点。これからは全体の公表をしてもいいのではないか。

要するに、今までも、学力調査をする大きなねらいは授業力の向

上になるわけです。それで、各学校ともそれぞれ授業力の向上に

取り組んできているわけですけれども、ここでさらに、各学校の

授業改善の取り組みを、公表することによってさらに吟味してみ

て、そして、学校として体制の確立をさらにこうしていこうとか、

授業力の向上についてはこうしていこうということを考えるきっ

かけにしていきたいと思うわけです。 

以上３つのことで、市全体のことは公表していいのではないか

と思います。学校ごとの公表については、反対。これは、簡単に

言えば、日本の過去の歴史が証明しています。 

内田委員 １番に関してですが、従来は結果と傾向を文章で示してきたと

思います。今度は数値も出すということで、より具体的なわかり

やすい調査結果としていくと書かれていますけれども、数値だけ

ですと、逆に言うと、数字だけがひとり歩きするかもしれないと

いうことで、文章もあわせていくということ、ここも大事な一つ

のポイントなのかなという感じがしています。 

 教育指導課長 そこは要領にも明記されていますけれども、数字だけを出すの

ではなくて、分析した結果とあわせて出すということがうたわれ

ています。 

望月委員長 出し方については、今何か考えていますか。 

 教育指導課長 今検討中で、これからまた検討しますけれども、秦野市全体の

ものを出して文章表記にするか、または、その文章表記の中で、

例えば国語の領域、書くことについては全国値より５ポイント秦

野市は高いとか低いとか、そういう文章のよりわかりやすい活用

をするのか、今後また検討してお諮りしたいと思います。 

望月委員長 その内容については今後検討する、きょうは基本的に出すか出

さないかをまずやるということです。 

教育長 出し方として、今までは、先ほど内田委員が言われたように、

文章で分析した結果を出しています。今回は、８月に国が全体の

数字だけ送ってきますから、それだけが出されたら、市が先に公
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表してしまうというと、それだけひとり歩きしてしまいますから、

少なくとも、出た数字をきちんと分析して、どういうところが必

要なのかというようなものもきちんと整理した上で、数値と文章

とをあわせて出していくというほうがいいと思います。 

その時期は、分析の時間が必要ですから、少し先になると思い

ます。ただ、その中身のやり方は、今、指導課長が言ったように、

どうしていくことがいいのか、いろんな事例を含めて検討するほ

うがいいだろうと思います。 

望月委員長 従来は、いろいろな関係者が集まって検討しました。何回くら

い委員会を開きましたか。 

 教育指導課長 １回で終わるものではないと思います。 

望月委員長 ことしも、そういうプロセスを経て、公表時期については、そ

の動き等も見て後日はっきりさせるということでよろしいです

か。 

 教育指導課長 はい。 

望月委員長 内容についてはこれから検討する。実施時期についてもこれか

ら検討する。名称は検討委員会ですか。そういう動きを見ながら、

あるいは国の動向等も踏まえながら、いつやるかということにつ

いてはこれから検討していく。これでよろしいですか。 

では、数値の公表については、公表するということでよろしい

ですね。 

 ―異議なし― 

望月委員長 それでは、「その他」に入りますが、「子ども・子育て支援新

制度について」、それから、２つ目は「教育委員会制度について」

ですが、まず、「子ども・子育て支援新制度について」、お願い

します。 

 教育総務課長 それでは、「子ども・子育て支援新制度について」ということ

で、実は、お配りをさせていただいてございますＡ３の縦長のカ

ラー両面刷りのものは、８月１５日号の広報はだのに折り込みで

入れさせていただいた資料でございます。この事業を担当してい

ます保育課から出したものでございます。 

実は、２４年８月に、子ども・子育て支援の関連三法が、成立

しまして、いよいよ来年４月からこの新制度がスタートするとい

うことで、市民の方に周知をするために、保育課で入れさせてい

ただいたものでございます。 

まず、この中身をご説明させていただきますが、新制度で変わ

ることの１番は、保育の必要性に応じた認定制度と給付制度が導

入されますということ。地域の子育て支援の充実を図ります。認
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定こども園だとか小規模保育事業、こういったもので、保育の量

の部分になりますけれども、充実を図っていきます。施設や事業

が利用しやすくなるように情報提供を図ります。 

国が示している新制度で変わることは、具体的な部分が下にご

ざいますが、まず認定制度、下に認定区分とございますが、主に

従来の幼稚園を利用される方で、３歳以上で幼稚園を利用される

方は１号認定。３歳以上で従来の保育所等を利用される方を２号

認定。３歳未満で、０から２歳で保育所を利用される方が３号認

定。こういう３区分になり、今回大きく変わるのは、その下の「保

育を必要とする事由」で１０項目ほど入ってございますが、６番

目の「求職活動」で、求職、起業の準備を含めてですが、従来、

就職を希望するという方では２号認定もしくは３号認定がなかな

か受けられなかった。こういったところを、そういう施設ですと

か事業を利用しやすくしていきたい、希望する人みんなが旧保育

園の利用者の対象になるようにしていきましょうという制度にな

ってございます。 

右側の２番目に「給付制度」がございます。ここが大きく変わ

るのですが、今までは、特に私立幼稚園を例にとりますと、保育

料とあとは私学助成というもので成り立っていました。保育料は

自分の園で定めた保育料、そのほかに私学助成、これは県が助成

しておりましたけれども、それによって運営をしていたわけでご

ざいます。これを市が定めた保育料に従って使用料をとりまして、

それでも運営に不足する部分については、国・県・市、最終的に

は市が出しますけれども、施設型給付という名前をつけています

が、国・県・市が助成をしていくという制度になります。 

３番目は、今までの事業を拡充するということでの対応です。 

裏面に「利用申請の手続について」ということで、左が幼稚園・

こども園（１号認定）、いわゆる従来の幼稚園という形になりま

すけれども、４月から新たに入園する場合に、従来は、入園の願

書を提出し、入園の選考をして、入園の通知を出していくという

形ですが、入園の願書とあわせて認定の申請書を出していただく

という行為があって、市で最終的に、これは１号ということにな

りますけれども、認定証を交付していくというふうな形になりま

す。 

一番下に「保育料について」がございます。新制度に移行する

私立幼稚園は、保護者の所得に応じた負担を基本に、国が定める

水準を上限として、認定区分ごとに市が設定することとなります。

従来はそれぞれの私立幼稚園で設定した保育料が、市が定めた基



 34 

準に従って保育料が決まってくるということでしたが、それで公

定価格という全体の保育のために必要な経費を保育料から除いた

部分に施設型給付という形で国・県・市のお金を入れて、市から

交付をしていくということでございます。これはあくまでも私立

幼稚園でございます。本市の場合、私立幼稚園は２園で、公立幼

稚園がこども園も含めて１４園ございます。 

そういった中で、公立幼稚園の対応でございますが、一つは、

先ほど言いました新制度、今まで、旧の幼稚園は教育標準時間対

象の児童という言い方をしましたけれども、公立幼稚園について

も新制度に移行して１号の認定を受けるような形に乗っていくと

いうことになります。 

また、大きく違うところは、認定制度で１号を受けるのは当然

ですが、先ほど言ったように、給付の制度、私立の場合は、市が

定めた保育料で、残りの部分が国・県・市から施設型給付という

形ですが、公立の場合は、従来から市で定めた保育料で、残りの

負担は全て市の負担、つまり自治体の負担になっていますので、

国では、公立の場合、保育料の改定をするしない、金額は示しま

せんとしています。現行の利用者水準、公立施設の役割ですとか

意義ですとか幼保・公私のバランスを考慮して市町村が判断して

くださいということで、国では公立幼稚園に対する保育料の基準

は出しませんということになっています。 

今後、うちの場合は公立こども園もありますし、大きく変わる

私立保育料を市が定めていくということにあわせた中で、この保

育料についてはまた教育委員会会議にお諮りをして決めていきま

す。実は、保育料については、国が私立幼稚園の基準として示し

た保育料が、一般的には２万円程度、公立幼稚園は、ご承知のよ

うに、月額８，８００円で、何回か前にご説明したときには２万

円というのがもう少し低くなるのではないかという予測をしてい

ましたが、ほとんど現行私立の保育料水準と変わらないというこ

とで、そうなると、今の国が私立に示した保育料を公立に合わせ

るとなると、保育料が倍以上になるということになります。また

私立幼稚園を国が示した額よりも低い保育料を設定することも市

が決めますので可能ですが、低く設定した場合の差額は、国・県

からの補助はないため、市で見てくださいということになります。

２万円を１万５，０００円にして、５，０００円安くしたとする

と、５，０００円は市の自己負担で見てくださいということにな

ります。その辺についても、今まだ詰めている部分もございます

が、いずれにしても、簡単に国が示した私立の保育料に乗ってい
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くことも難しいだろうという状況で、今後、教育委員会会議にも

お諮りしながら進めていきたいと考えてございます。 

それと、きょうお配りしました「教育関係ニュース」がござい

ます。この８ページを見ていただくと、市のものよりもコンパク

トに出ておりまして、左上に「私立幼稚園の選択肢」ということ

で、現行のままでいくのか、子ども・子育て新制度で認定こども

園になるのか、新制度の幼稚園になるのか、現行のままでいくの

かということで、実は、今、私立幼稚園には照会が来ています。

２７年４月から、新制度によるのか今までどおり私学助成という

形でいくのかということで、紹介がされています。運営費という

ところを見ると、この制度に入っていくのか今までどおりの幼稚

園で私学助成を受けていくのか、実は、なかなか大きな岐路には

立っているわけですけれども、私どもも含めて、移行したら今ま

でとどのくらい変わるのか、移行しないとやっていけないのか、

やっていけるのかということがまだ明らかになっていなくて、市

内の先ほどの２園もまだ検討しているという状況になってござい

ます。 

もう一点、１０ページに、新制度の認定こども園になるより従

来の保育園と幼稚園に分けたほうが先ほど言いました施設型給付

が多くもらえるという園があるようです。国がつくった計算ソフ

トで計算してみると、こども園のままいくと今よりも減額されて、

こども園ではなくて前の幼稚園・保育園に戻してしまったほうが

よくなるのではないかという新聞記事がございます。この新聞記

事は、加入しているところの３割、５５園ぐらいが返上を考えて

いるという記事で、なかなか、制度までにはあと半年で入るので

すが、市がどのくらい負担するのか、国からどのくらいの補助が

来るのか、法律上は、国が２分の１、市町村・県が４分の１ずつ

ということがあるわけですけれども、どうも、それ以外の市町村

ですとか県の負担が上乗せであるということもございますし、先

ほども言いました私立幼稚園の保育料、秦野市の設定は、秦野市

の子が伊勢原市、平塚市、二宮町に行ってもその料金になってし

まう。例えば、秦野市の子の料金と平塚市の子の料金と伊勢原市

の子の料金とが違ってしまうということも、でてきます。県は、

市町村によって保育料が変わるのはどうかということで、７月末

の説明会では保育の担当課が出まして、県で総合的な調整をした

いという話をしていて、その結果がどうなったかということはま

だ来ておりません。 

その中で、公立幼稚園は新制度には乗っていきます。それに伴
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う保育料等の改定についてはまだ検討しているという状況で、非

常に歯切れは悪いけれども、そんなことで新制度がスタートして

いく。ただ、現実的に、保育料を変えなければ、１号の認定を受

けること自体は今の幼稚園の入園の願書を出すとき、一緒に認定

の申請書を出すという行為がふえるだけですので、直接保護者に

は大きな負担が出てくるようなことはないような状況なのです。

かといって、新制度は教育・保育の総合的な支援を進めていくと

いう大きな旗を振って始めた事業でございますが、余り変わりま

せんということでは新制度の効果がないのではないかということ

もありますし、一方では、保育料を見直すという中で、国が示し

た私立のベースに変えていくのは難しいということで、現在検討

を進めているような状況でございます。また次回以降の教育委員

会会議にお諮りをして、ご協議をいただくようになりますので、

よろしくお願いいたします。 

教育長 今、説明の中で、１０ページの「認定返上を検討」という、一

定規模以上のところですと、大規模なほど単価が下がるため減っ

てしまうので、国が出した基準からするともとに戻ったほうがい

いということもございます。この制度自体が、２７年度に始まり

ますが、２７、２８は消費税相当分の７，０００億円が丸々充当

されるかどうかわからない。２９年度からは７，０００億円が丸々

充当ですと国は言っていますが、この辺のところで、これからど

うなっていくのかというところは非常に微妙な部分があると思い

ます。 

それともう一つは、今、課長が説明していましたが、秦野市の

公立幼稚園をどうするのかという最終的な結論は出していませ

ん。それともう一つ、秦野市のこども園の問題は、年少、年長の

幼稚園の子どもがいて、この年長である上のお子さんが卒園して、

次に下のお子さんが年長になったとき、そこで制度が変わって保

育料の８，８００円が例えば今の話のように２万円になってしま

う。そうしますと、保護者についてはこども園でなくて、幼稚園

を選択したいという方もあるだろうと思います。そういうことも

きちんと整理して、今後どうするかということの答えを出さなけ

ればいけないということを検討していますので、もう少し煮詰ま

りましたら、そのことを皆さんにご相談しながら方向性を出して

いきたいと思っています。 

望月委員長 ほかにありますか。 

保育園は厚労省、幼稚園が文科省、補助金は、今度、内閣府に

一元化されると１０ページにありますよね。 
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教育長 既に、こども園に関しては、厚労省と文科省の両方が出向で内

閣府に来て、内閣府が全部やるとしています。それぞれに任せて

いると答えが出ないので、内閣府が全面的にこのことを進めてい

ます。最終的に、その所管が内閣府から別なところにまた将来的

に行ってしまうのかということはまだ不明ですが、基本的に内閣

府が全部処理をするということになっています。 

今、事務的にも全部内閣府が行っていて、手足は厚労省と文科

省になります。会議に行っても両方が出てきて、内閣府が真ん中

にいて、こちらに厚労省がいて、こちらに文科省がいて、職員が

出向で来ています。その人が全部答えを出していく、取りまとめ

を内閣府がやっているという形になっています。 

望月委員長 取りまとめだけを内閣府がやるわけですか。 

教育長 現時点では、それが、将来的にも内閣府が全部の仕事をやって

いくのかどうかということは、説明はまだないです。 

望月委員長 そういうことですか。 

ほかにありませんでしょうか。 

 ―特になし― 

望月委員長 では次に、「教育委員会制度について」、お願いします。 

 教育部長 それでは、「教育委員会制度のことについて」、私からご説明

させていただきます。 

お手元に、ホチキスでとめたＡ４のものと１枚でＡ３縦書きの

ものとございます。Ａ４のつづったものの要約がＡ３だとご理解

いただきたいと思います。要約したものがＡ３になっていますの

で、Ａ３をまずごらんいただいて、それについて説明をさせてい

ただきたいと思います。 

それでは、上から順番に説明をさせていただきますが、まず、

今回の制度改正で大きく変わったことは基本的には３つでござい

ます。一つは新教育長になるということ、それから、大綱を首長

がつくる。それから、総合教育会議というものが首長のもとに設

けられるということでございます。 

まず、上から、新教育長でございますが、任命については、首

長が議会の同意を得て任命します。任期は３年ということでござ

います。職務と服務の関係でございますが、仕事は、今までの委

員長プラス教育長の仕事が一つになって、新教育長はその仕事を

する権限持つ、そういった中身でございます。代理でございます

が、「新教育長」の一番下に「代理」という言葉が書いてあると

思いますが、代理は委員の中から選任する。ただし、事務執行が

困難な場合は、その職務を事務局職員に委任することができると



 38 

いうような内容でございます。 

次に、教育委員会、これについては大枠今までと変わりはござ

いません。読んでいただければと思っております。 

それで、「大綱」と「総合教育会議」というものがございます

が、実は、大綱も総合教育会議の中で決めるという流れになって

おりますので、総合教育会議ということについてまず触れたいと

思います。市長は総合教育会議を設ける、会議は市長と教育委員

会により構成するという中身になっております。招集は、市長が

招集し、必要があると思料されるときは会議の招集を教育委員会

が求めることができるというようなことになっております。それ

から、この会議で協議される中身については、大綱の策定、教育

諸条件の整備、児童生徒の生命・被害等の緊急措置に関すること

ということでございます。 

なお、この会議については原則公開でございます。会議録につ

いても、努力義務ということで、公表に努めなければならないと

なっております。 

それから、大綱でございますが、大綱というのは基本方針をま

とめたものということで、教育、学術及び文化の振興に関する総

合的な施策に関するものということでございます。大綱の期間で

ございますが、国の想定は、４年から５年程度を想定したものと

いう考えをお持ちでございます。それから、市長が総合教育会議

において教育委員会と協議・調整し、大綱を決めるということで

ございまして、例えば、本市で言えば、協議の結果、教育プラン

の基本方針が大綱になるとなれば、あえて大綱を作成する必要は

ないというようなことも国では示しております。一つの例でござ

います。 

また、この中身、政令等の改正については、この後また国から

通知がされるという状況になっております。基本的なスタンスは

そういう状況でございます。 

望月委員長 何か質問ありますか。 

地教行法が戦後８回変わって、教育委員会制度にかかわる部分

で今回が一番大きな改革になるわけですよね。 

教育長 今、部長からの説明の中では経過措置のことに触れませんでし

たが、新制度で教育委員の任期は４年で、全員が一遍にかわらな

いような仕組みはもともとつくられています。今回、４年任期で

その中のある委員がなるべく毎年１人ずつ異なる年に交代するよ

う調整する必要があるということを言ってきています。今、秦野

市の場合には、お二人は同じ時期ですが、ほかはみんなばらばら
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です。その２人同じ時期もこういうふうにしなくてはいけないの

かということは、任期が来たときに次の人の年数を変えて間に入

るようにしなくてはいけない。４年以上の任期はできませんから、

手前に持ってくるようになります。 

望月委員長 それで、教育会議の大綱を作成するとか案をつくるとか、それ

は教育委員会事務局が中心ですか、市長部局ですか。 

教育長 

望月委員長 

 教育部長 

それは、今、市長部局に投げかけてあります。 

国としての方針は何かありますか。 

基本的に、市長部局で行うことを原則とする。市長が招集、大

綱も市長がということになってございますので、主体性はまず市

長部局になります。ただ、実情によって、事務を教育委員会事務

局に委任または補助執行することができるということでございま

す。いずれにしても、市長や市長部局とよく協議した中で決めて

いくわけです。もっと言いますと、総合教育会議の前打ち合わせ

ではないですけど、今の教育委員と市長が話し合ってそういうこ

とも決めるような場も必要になる可能性があるのかなと思ってい

るところでございます。 

望月委員長 ほかにいかがでしょうか。 

今回、これともう一つ、コンパクトにまとめたこれが配られて、

大分これで我々も理解を深めることができたのではないかと思い

ます。 

きょう、これを皆さんにお配りしましたが、これもやはり教育

委員会制度のことで、７月に教育委員長が記入するアンケートが

来ました。これを見てわかりましたが、全国の教育委員長約６０

０人に送り、２０６人の委員長から回答があって、回答率は３４．

４％で、ちょっと低いなと思いました。中に幾つか書いてありま

すけれども、これなども見ると、今の教育委員長がどう考えてい

るかということも把握できるのではないかなと思いましたので、

コピーをとっていただいて、きょう、皆さんに配付しました。 

それから、この「教育関係ニュース」で、神奈川新聞からアン

ケートが来たものがありまして、その結果のことが、２７ページ

をごらんになっていただくとよろしいかと思います。これは教育

長に来たものでしたか。 

教育長 神奈川新聞は全部です。市長と教育長と委員長になります。 

望月委員長 その結果が集約されたということです。また時間があれば一読

ください。 

本件について何か質問はありますか。 

 ―特になし― 
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望月委員長 それでは、「教育委員会制度について」はこれで終了したいと

思います。 

それでは、「その他」の案件ですが、学校教育課からお願いし

ます。 

 学校教育課長 私からは、中学校給食に関するアンケートにつきまして、口頭

で中間報告をさせていただきたいと思います。 

６月の教育委員会会議で説明をさせていただきましたが、７月

中旬から下旬にかけまして、生徒、教職員、そして市民に対して

アンケートを実施いたしました。生徒、教職員につきましては、

夏休みに入る直前に実施をいたしまして、生徒８９１人、教職員

２４５人に回答をいただいております。 

回収したアンケートにつきましては、既にデータの集計が終わ

っておりまして、今、結果をまとめている最中でございます。ま

た、市民アンケートにつきましては、２，０００人に対して郵送

で実施をいたしました。回答数は本日現在で８４１件、回答率が

４２％となっております。届いたアンケートにつきましてはデー

タパンチをしているところですが、期限が過ぎても日に当たり１

件ずつぐらいまだ届いている状況ですので、順次追加でパンチを

している状況でございます。 

集計結果につきましては、全てのアンケート結果がまとまり次

第、改めてご報告をさせていただく予定ですので、ご承知おきく

ださいますようにお願いいたします。 

以上になります。 

望月委員長 この前、教育委員会会議に報告がありました学校給食のアンケ

ートですね。また結果等がわかりましたら、よろしくお願いしま

す。ご苦労さまでした。 

髙槗教育委員、市町村教育委員会連合会第２回役員会について

報告お願いいたします。 

髙槗委員 先週の１３日に、鎌倉市で市町村教育委員会連合会第２回役員

会が開催され、その場では、各市町村への負担金が昨年どおりと

いうことで提案され、可決されました。また、１０月３１日に教

育委員会の研修会が行われるということが決まりました。午後２

時から４時半までという予定で、講演会の講師が円覚寺のご住職

さんがされるそうです。そのときに、文科省の役人も見えて３０

分程度制度改革について話をされるということになっておりま

す。 

以上です。 

望月委員長 よろしいですか。 
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では、１０月３１日、これはまた通知が来ますので詳細は後日

でよろしくお願いいたします。 

「その他」、ほかにございますか。 

 ―特になし― 

望月委員長 それでは、秘密会の前に、次回の日程調整をお願いいたします。 

  ―次回の日程調整― 

望月委員長 それでは、ただいまから秘密会をいたしますので、関係者以外

の退席を求めます。 

 ―関係者以外退席― 

 〔削除〕 

望月委員長 以上で８月の定例教育委員会会議は終わります。 

 


